令和８年５月7日
各社会福祉法人　理事長　様
岸和田市･泉大津市･貝塚市･和泉市･高石市･忠岡町
広域事業者指導課長
社会福祉充実計画の承認申請等について（依頼）
　平素は、本市町の福祉行政及び社会福祉法人制度の適切な運用へのご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
社会福祉法第５５条の２の規定により、社会福祉法人に対しては、毎会計年度において社会福祉充実残額が生じた場合、社会福祉充実計画を策定し、所轄庁の承認を受けるため、６月末までに承認申請を行うことが義務付けられています。各社会福祉法人におかれましては、原則として、法令等の規定に従い、期限までに申請書等のご提出をお願いいたします。
また、前年度以前に社会福祉充実計画の承認を受け、既に事業を実施している社会福祉法人におかれましては、計画の変更を行う場合にのみ、変更承認申請または変更届の提出を行ってください。
いずれの場合も、手続き方法等については下記のとおりです。
　また、毎年度、財務諸表等電子開示システム（ワムネット）にて届け出ていただいております計算書類等及び財産目録等に関しては、後日改めてご依頼いたします。
記
	１
	対象
	社会福祉充実残額が生じている法人、または昨年度までに策定した承認社会福祉充実計画を変更する法人


	２
	手続方法
	「社会福祉法第５５条の２の規定に基づく社会福祉充実計画の承認等について」（平成29年1月24日付厚生労働省局長連名通知、最終改正令和4年12月26日付）における、「社会福祉充実計画の承認等に係る事務処理基準」の４から８まで、または、10の記載どおりに手続きを行ってください。


	３
	提出先
	【メール】jshidou@city.kishiwada.lg.jp
【郵　送】〒596-0076　岸和田市野田町3丁目13番2号 泉南府民ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ4階
　　　　　　広域事業者指導課　法人・児童福祉担当　宛


	4
	法令に基づく
提出期限
	令和８年６月30日

	5
	令和７年度決算において、初めて 社会福祉充実残額が生じた場合

	
	申請書類
	申請書類

様式

１

社会福祉充実計画承認申請書

充実計画

承認通知
別紙４-様式例①

２

社会福祉充実計画

別紙１

３

社会福祉充実計画策定に係る評議員会の議事録

任意様式

４

公認会計士・税理士等による手続実施結果報告書
充実計画

承認通知
別紙２-様式例

５

社会福祉充実残額の算定の根拠

（社会福祉充実残額算定シート）

事業の

概要等通知
社会福祉充実残額算定シート
６

その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料

任意



	
	申請方法
	メール又は郵送にて提出

	6
	社会福祉充実計画の 変更 を行う場合（下記の①②のいずれかの手続きを行ってください。）

	
	①
	変更承認申請（①変更承認事項に区分される場合）

	
	
	申請書類
	申請書類

様式

１

承認社会福祉充実計画変更承認申請書

充実計画

承認通知
別紙５-様式例①

２

変更後の社会福祉充実計画
（変更点を赤字とする、新旧対照表を添付するなど、変更点を明示すること）

別紙１

３

社会福祉充実計画策定に係る評議員会の議事録

任意様式

４

公認会計士・税理士等による手続実施結果報告書
充実計画

承認通知
別紙２-様式例

５

社会福祉充実残額の算定の根拠

（社会福祉充実残額算定シート）

事業の

概要等通知
社会福祉充実残額算定シート
６

その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料

任意



	
	
	申請方法
	メール又は郵送にて提出

	
	②
	変更届（②変更届出事項に区分される場合）

	
	
	届出書類
申請書類

様式
１

承認社会福祉充実計画変更届出書

充実計画

承認通知
別紙６-様式例

２

変更後の社会福祉充実計画
（変更点を赤字とする、新旧対照表を添付するなど、変更点を明示すること）

別紙１

３

社会福祉充実残額の算定の根拠

（社会福祉充実残額算定シート）

事業の

概要等通知
社会福祉充実残額算定シート
４

その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料

任意


	

	
	
	届出方法
	メール又は郵送にて提出

	
	区分基準
	①変更承認事項

②変更届出事項

事業内容

関連

○ 新規事業を追加する場合

○ 既存事業の内容について、以下のような大幅な変更を行う場合

ア　対象者の追加・変更

イ　支援内容の追加・変更

○ 計画上の事業費について、２０％を超えて増減させる場合

○ 既存事業の内容について、左記以外の軽微な変更を行う場合

○ 計画上の事業費について、２０％以内で増減させる場合

事業実施

地域関連

○ 市町村域を超えて事業実施地域の変更を行う場合

○ 同一市町村内で事業実施地域の変更を行う場合

事業実施

期間関連

○ 事業実施年度の変更を行う場合
○ 年度を超えて事業実施期間の変更を行う場合

○ 同一年度内で事業実施期間の変更を行う場合

社会福祉充実残額関連

○ 事業費の変更に併せて計画上の社会福祉充実残額について２０％を超えて増減させる場合

○ 事業費の変更に併せて計画上の社会福祉充実残額について２０％以内の範囲で増減させる場合

その他

○ 法人名、法人代表者氏名、主たる事務所の所在地、連絡先を変更する場合

社会福祉充実計画の変更に当たって、承認を要する事項及び届出を要する事項については、それぞれ次表に掲げる基準を参考に区分してください。


	7
	その他
	・社会福祉施設等の整備を行うことを内容とする事業を行う場合、単なる現状復旧のための修繕、補修などサービス向上に資するとは認められない事業に社会福祉充実残額を充当することはできません。
【参照１】「社会福祉法第５５条の２の規定に基づく社会福祉充実計画の承認等について」の８の⑤
・社会福祉充実残額の増減のみを理由に社会福祉充実計画の変更を行う必要はありませんが、計画上の社会福祉充実残額と、毎会計年度における社会福祉充実残額が倍以上に増加したなど大幅な乖離が生じた場合には、原則として社会福祉充実計画の変更を行ってください。

【参照２】「社会福祉法第５５条の２の規定に基づく社会福祉充実計画の承認等について」の１０

　【参照３】「社会福祉充実計画の承認等に関するＱ＆Ａ（vol.３）」の問７０、問７１、問７２
・変更承認事項と届出事項が混在する場合の様式については、以下にてご確認ください。

【参照４】「社会福祉充実計画の承認等に関するＱ＆Ａ（vol.３）」の問６８


	8
	参照
通知等
	充実計画承認通知

◆「社会福祉法第５５条の２の規定に基づく社会福祉充実計画の承認等について」（平成29年1月24日付厚生労働省局長連名通知、最終改正令和4年12月26日付）
◆別紙１　◆別紙１-参考（記載要領及び記載例）
◆別紙２-様式例
◆別紙４-様式例①
◆別紙５-様式例①
◆別紙６-様式例
充実計画承認Ｑ＆Ａ

◆「「社会福祉充実計画の承認等に関するＱ＆Ａ（vol.３）」について」（平成３０年１月２３日付厚生労働省社会・援護局福祉基盤課事務連絡）
事業の概要等通知

◆「社会福祉法人が届け出る「事業の概要等」等の様式について」（平成29年3月29日付厚生労働省局長連名通知、最終改正令和4年12月26日）
◆社会福祉充実残額算定シート（令和８年3月10）
・以下、厚生労働省ホームページに、通知等が掲載されています。

≪社会福祉法人制度改革について≫
「平成28年11月から令和２年３月までの通知」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142657.html
「令和２年４月以降の通知」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/　shakai-fukushi-houjin-seido/index.html


	9
	提出後の流れ
	①　承認（変更承認）申請

社会福祉充実計画の内容（変更内容）の審査が終わり次第、所轄庁が承認（変更承認）通知書を発行し法人へ通知します。社会福祉充実計画の実施については、所轄庁の承認日以降としてください。
②　変更届

社会福祉充実計画の変更内容を確認します。変更届を提出した場合は、所轄庁からの通知書の発行はありません。


	10
	実績の公表
	・社会福祉充実計画に記載した社会福祉充実事業に係る実績については、毎年度、法人のホームページ等において、その公表に努めることが求められています。


	11
	参照
	・広域事業者指導課ホームページにおいてもご案内しております。

≪社会福祉充実計画の承認申請等について≫

https://www.city.kishiwada.lg.jp/site/kouiki/jyujitu.html



＜ 問い合わせ先 ＞


担　当　広域事業者指導課　法人・児童福祉担当　山田・北村・藤本


電　話　０７２－４９３－６１３１


E-Mail  jshidou@city.kishiwada.lg.jp
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